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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月 平成28年3月 平成29年3月

売上高 (千円) 441,683 431,329 415,552 410,062 410,486

経常損失 (千円) 201,198 209,420 199,067 198,619 239,401

当期純利益又は当期純損失

（△）
(千円) 3,381 △12,184 △12,191 △18,213 △17,498

持分法を適用した場合の投

資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000

発行済株式総数 (株) 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

純資産額 (千円) 279,723 267,539 255,348 237,134 219,635

総資産額 (千円) 473,053 478,482 465,637 614,116 611,022

１株当たり純資産額 (円) 9,324.13 8,917.97 8,511.60 7,904.49 7,321.19

１株当たり配当額 (円) － － － － －

（うち１株当たり中間配当額） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額（△）
(円) 112.73 △406.15 △406.37 △607.10 △583.29

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 59.1 55.9 54.8 38.6 35.9

自己資本利益率 (％) 1.20 △4.55 △4.77 △7.68 △7.96

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 61,309 164,591 105,990 263,377 90,386

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △99,269 △150,805 △78,818 △241,121 △229,121

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － － － － －

現金及び現金同等物の

期末残高
(千円) 36,139 49,925 77,097 99,354 50,619

従業員数 (人) 60 58 60 66 66

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔16〕 〔14〕 〔14〕 〔11〕 〔9〕

（注）1.　当社は、連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

　　　2.　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　3.　潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしていない。

２【沿革】
昭和59年６月 第二次特定地方交通線に承認

昭和60年６月 第一回会津線特定交通線対策協議会会議開催

昭和61年３月 第四回会津線特定交通線対策協議会会議開催（会津線の第３セクター化の方向で合意）

昭和61年11月 会津鉄道株式会社設立

昭和62年５月 運輸大臣へ第一種鉄道事業免許申請

昭和62年５月 運輸大臣から第一種鉄道事業免許取得

昭和62年７月 新生会津線の営業開始

平成２年10月 会津田島～会津高原間一部電化開業
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３【事業の内容】

　当社は地方鉄道による単一事業の旅客運輸業を行っている。

　なお、旅客運輸営業に付帯する旅行業、広告業を行っている。

　また、駅構内において、売店による物品販売及び軽飲料水の自動販売機による営業も併せて行っている。

　路線については、営業区間は会津若松市（西若松）を起点とし南会津町（会津高原尾瀬口）を終点とする57.4kmであ

る。

（事業系統図）

　当社は、事業系統別に分かれていないので、下記のとおり会社の組織図を記載する。

４【関係会社の状況】

　　該当事項なし

５【従業員の状況】

(1)　提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

66〔9〕 45.3 15.3 3,562,721

（注）1.　従業員は、就業人員数（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人

員を外数で記載している。

　　　2.　臨時従業員は、パートタイマーである。

　　　3.　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(2)　労働組合の状況

　平成５年３月11日、会津鉄道労働組合が設立され、上部団体の私鉄総連福島県協議会、福島県労協センター、会津

若松地区労センターに加盟している。平成29年３月31日現在の組合員数は43名である。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)　業績

　　当事業年度は、新たな第５次経営健全化計画に基づき、新計画の着実な実施を図り、経営の健全化を目指しました。

鉄道の基本である「安全・安定輸送の確保」は、最優先事項であり、全社一丸となって取り組むとともに、鉄道事業に

よる増収対策、更には旅行業・販売業による増収施策等を柱に取締役会で承認いただいた平成28年度事業を展開してま

いりました。

この結果、当会計期間の輸送人員では前会計期間に比べ9,522人増（1.9％）の522,267人となりました。運輸収入も

前会計期間に比べ921千円増（0.3％）の366,992千円となったところです。

　　また、東京電力に対する風評被害賠償金は、前会計期間中に将来一括補償分として119,094千円が支払われました。

これを前受金とし５年（52ヶ月分）の清算としたため、当会計期間には雑収入として23,818千円を計上しました。

　　一方、費用については、動力費において電力料金を新電力との継続契約とし節減を図ったほか、軽油単価の下落によ

り燃料費の削減が図られました。しかし、修繕費において車両の検査、線路補修費の増加、また減価償却費の増加など

により239,401千円の経常損失となりました。これに対し、公共交通の安定化を図るとの見地から、福島県及び会津地

方17市町村から補助金の交付を受けた結果、税引前当期損益は15,674千円の損失となったところです。

　なお、当社は、単一事業のため、事業部門の区分はありません。

(2)　キャッシュ・フローの状況

　　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローが

172,991千円（65.7％）減少したこと、投資活動によるキャッシュ・フローが12,000千円（5.0％）の減少であったこ

と、および資金の期首残高が前事業年度に比べ22,257千円（28.8％）の増加であったことにより、前事業年度末に比べ

48,734千円（49.1％）減少し、50,619千円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において、営業活動による資金の増加は90,386千円であり、前事業年度に比べ172,991千円（65.7％）減

少した。これは、未収金が49,748千円（267.8％）増加したこと、前受金が127,032千円の減少に転じたこと、固定資産

圧縮損の計上が21,535千円（21.9％）増加したこと等によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動による資金の減少は229,121千円であり、前事業年度に比べ12,000千円（5.0％）減少し

た。これは有形固定資産の取得による支出が37,826千円（25.2％）増加したこと、及び定期預金の預入による支出が

49,996千円（55.6％）減少したことによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは該当事項がない。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

　　該当事項なし

(2)　受注状況

　　該当事項なし

(3)　販売実績

当事業年度における販売実績は次のとおりである。

種　別 単位 実　績 前期比（％）

営業日数 日 365 △0.3

営業キロ キロ 57.4 －

走行キロ 千キロ 662 1.2

旅客人員
定　期 千人 230 2.7

定期外 〃 292 1.2

計 〃 522 1.9

旅客収入
定　期 千円 72,772 5.4

定期外 〃 231,455 0.4

計 〃 304,228 1.5

運輸雑収入 〃 62,763 △5.5

旅行業収入 〃 3,354 △7.5

駅売店収入 〃 40,139 △0.6

収入合計 〃 410,486 0.1

（注）上記金額には消費税等は含まれていない。

３【対処すべき課題】

　今後の地方鉄道を取り巻く環境を展望すると、福島第１原子力発電所の事故は、放射能汚染による風評被害を引き起

こし、今だ収束の見通しがなく、観光客の減少等により減収を増幅させる大きな要因となり経営環境を厳しくさせてい

る。

　引続き、風評被害払拭のためのＰＲ活動やイベントの開催、旅行エージェントの訪問など正確な情報の発信を行うほ

か、今年度は、会津田島駅まで直通運転を開始する東武鉄道新型特急「リバティ会津」を活用した首都圏からの誘客を

行うとともに、マウントエクスプレス号の東武日光行を１往復増便し、日光を訪れる観光客を会津地域へ誘導するため

の取組みを行い収入の確保を図ることはもとより、経費の節減を図るため、よりいっそうの効率化を目指し、地方の公

共交通機関としての使命を果たすよう今後とも努力していく所存である。

４【事業等のリスク】

当社の事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがある。なお、文中に関する事項は、

当事業年度末（平成29年3月31日）現在において判断したものである。

(1)　鉄道利用者の減少

当社は、開業以来、地域の公共交通機関として地域住民の足となり、安全・安定運行に努めてきたが、当社を取巻く

経営環境は、少子高齢化に伴う学生の減少及びマイカーの普及等の要素による鉄道利用者が減少傾向にある。今後もこ

の傾向が続くことは、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。更に福島第１原子力発電所の事故は、放

射能汚染による風評被害を引き起こし、今だ収束の見通しがなく観光客の減少等により減収を増幅させる大きな要因と

なり経営環境を厳しくさせている。

(2)　財務状況（老朽鉄道施設の承継）

当社は、昭和62年に日本国有鉄道改革法等施行法に基づき、東日本旅客鉄道㈱から鉄道施設等を承継し営業を開始し

ている。しかし、その鉄道施設は、老朽施設が多く、維持メンテナンスに多額のコストが必要とされている。今後の施

設維持について、大規模な経費が発生することも予想され、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性が存在して

いる。
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(3)　法的規制

当社は、事業展開をするにあたり、国土交通大臣（旧運輸大臣）から第一種鉄道事業者としての認可を受け事業展開

をしている。その関係から鉄道事業法等による規制を受けおり、その規制を遵守しながら事業展開をすることは、反面

コスト増加に繋がる一面もあり、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(4)　自然災害等

　地震・台風等の自然災害やテロ等に対して各種の対策を講じているが、これらを防ぐことが出来ない場合、鉄道施設

に大きな被害を受け、当社の業績に大きな影響を及ぼす可能性がある。

(5)　公的支援

当社は、開業以来経常損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要事象が存在しているが、当社はこれに対

し、経営改善計画を策定し、その計画達成を重要な課題として事業展開をするとともに、この計画に対し、県及び沿線

自治体等から、経営安定化を図る目的で財政支援を受けている。これにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性

は認められないと判断している。

なお、当社は今後も地域社会に貢献できる公共交通機関としてその使命を果たすべく邁進していく所存であり、関係

各位からも変わらぬ支援をいただけるものと確信している。

５【経営上の重要な契約等】

項　目 契約の相手方 契約年月日 期　間 契約目的

連絡運輸契約

東日本旅客鉄道株式会社 昭和62年６月15日 昭和63年３月31日

利用者の利便と増収を図るため東武鉄道株式会社 昭和62年７月１日 昭和63年７月15日

野岩鉄道株式会社 昭和62年７月１日 昭和63年７月15日

直通運転契約

東日本旅客鉄道株式会社 昭和62年７月15日 昭和63年３月31日

同　上

東武鉄道株式会社

平成２年６月29日 平成３年３月31日

平成17年２月25日 平成17年３月31日

平成23年12月26日 平成24年３月31日

野岩鉄道株式会社

平成２年６月29日 平成３年３月31日

平成17年２月25日 平成17年３月31日

平成23年12月26日 平成24年３月31日

駅共同使用契約
東日本旅客鉄道株式会社 昭和62年７月15日 昭和63年３月31日 西若松駅の共同使用

野岩鉄道株式会社 平成15年３月19日 平成15年３月31日 会津高原尾瀬口駅の共同使用

社員出向協定 東日本旅客鉄道株式会社 平成21年12月1日 平成26年11月30日
営業に必要な即戦力の人員確保の

ため

（注）契約期間満了のものについては、両者の合意により引き続き有効なものとなっている。

６【研究開発活動】

　　該当事項なし

EDINET提出書類

会津鉄道株式会社(E04141)

有価証券報告書

 6/36



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

(1)　概略

当事業年度の資産合計は611,022千円であり、前期末から3,093千円減少している。これは、定期預金が99,995千円減

少したこと、未収金が68,327千円増加したこと及び有形固定資産が32,518千円増加したこと等によるものである。

当事業年度の負債合計は391,386千円であり、前期末から14,405千円増加している。これは、未払金が32,695千円増

加したこと及び前受金が23,818千円減少したこと等によるものである。

当事業年度の資本合計は219,635千円であり、前期末から17,498千円減少している。これは当期純損益17,498千円を

計上した結果である。

　当事業年度の営業収益は410,486千円であり、全社挙げての経費削減に努めたが、営業損失は276,983千円となった。

また営業外損益において業務委託料および東京電力からの損害賠償金を計上した結果、経常損失は239,401千円となっ

た。更に特別利益において、県・沿線自治体等からの補助金による収入343,751千円を計上し、その一方特別損失にお

いて固定資産の圧縮損120,024千円を計上した結果、当期純損失は17,498千円となった。

(2)　分析及び今後の方針

当事業年度は、ふくしまＤＣのアフターとして、「芸妓・膳・夜桜列車」をメインに、春の会津を感じるイベント列

車の運行を行い、車内でのおもてなしをはじめとしたサービスの拡充を行ったほか、芦ノ牧温泉駅など２駅で桜のライ

トアップを行った。また、会津各市町村の「ご当地キャラ」を配したラッピング車両「花咲くあいづ号」を広告媒体に

活用し、楽しい会津の旅の演出を目指し事業を展開しましたが、収入計画予想を達成出来なかった。また、原油価格の

下落や電気料金を新電力との契約に変更するなど削減を図ったが、当期純損失は17,498千円となった。

収入予想を達成出来なかった要因については、異常気象による台風の上陸及び接近等の天候不順の影響により定期外

収入（観光客）が減収したことが大きく影響したものと考えられる。

特に本年度は、会津田島への乗入れを開始する東武鉄道新型特急「リバティ会津」の活用を含めた首都圏からの誘客

を行うため、会津各市町村との連携を深め受入れ体制の構築及びＰＲに努めます。

また、マウントエクスプレス号の東武日光行を１往復増便し、日光を訪れる観光客を会津地域へ誘導するための取り

組み行い増収を図ってまいります。

さらに、昨年も実施した「会津17市町村お酒のおともリレー」を新たに「会津17市町村長おすすめリレー」にリ

ニューアルし実施する予定です。

(3)　キャッシュ・フローの分析

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、48,734千円（49.1％）

減少し、50,619千円となった。

　なお、当事業年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況については、「１　業績等の概要」に記載している。

(4)　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消するための対応策

継続企業の前提に関する重要事象等については、「４　事業等のリスク」を参照のこと。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社は、開業当初より老朽化した施設が多く、年次計画に基づき軌道強化等の工事を推進してきたが、平成28年度

は、レール交換、ＰＣマクラギ交換、列車無線のデジタル化、トンネル漏水防止等の工事を実施した。

　

２【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は以下のとおりである。

平成29年３月31日現在

事業所名

（所在地）

事業の種

類別セグ

メントの

名称

設備の

内　容

帳簿価額（千円）
従業

員数

（人）

建　物

及　び

構築物

車　両
機械

装置

土地

（面積㎡）
その他 合計

車両基地

（南会津郡南会津町）

旅客

運輸

車　両

設　備
6,414 56,518 438 ― 470 63,841 5

駅　　舎

（南会津郡南会津町）

旅客

運輸

停車場

設　備
43,188 ― ― ― 821 44,009

16

〔2〕

変電所

（南会津郡南会津町）

旅客

運輸

変　電

設　備
3,547 ― 6,461

5,759
― 15,769 ―

（1,049）

線路・電路

（会津若松市～南会津

郡南会津町）

旅客

運輸

線路・

電　路

設　備

162,505 ― ―
2,275

370 165,151 ―
（203）

本　　社

（会津若松市）

旅客

運輸

その他

設　備
27,461 ― ― ― 11,089 38,551

45

〔7〕

（注）1．金額には消費税等は含まれていない。

　　　2．現在休止中の主要な設備はない。

　　　3．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書している。

３【設備の新設、除却等の計画】

当社は、地方鉄道事業の単一事業を行っており、その施設等は老朽化している。その中でも安全輸送の観点から、

レール交換、ＰＣマクラギ交換を年次的に計画してきた。

当事業年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、老朽化対策事業としてレール交換及びＰＣマクラギ交換など

を立ており、主な内容については次のとおりである。

なお、除却等の計画については、経常的な除却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はない。

事業の種類
平成29年３月末

計画金額（千円）
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

レール交換工事 30,059

40Ｎ及び50PSレールを50Ｎレールに

交換しレールの耐久性を向上させる

とともに安全性の向上を図る。

国、福島県、沿線３市町の

補助金ほか自己資金

ＰＣマクラギ交換工事 49,000

耐久性向上のため、木製マクラギを

ＰＣマクラギに交換し、保守周期の

延伸と保守作業員の削減を図る。

国、福島県、沿線３市町の

補助金ほか自己資金

木マクラギ更新工事 32,000

橋・並マクラギの老朽化に伴い、犬

釘の支持力のない著しく不良なマク

ラギについて交換を行い、安全性の

向上を図る。

国、福島県、沿線３市町の

補助金ほか自己資金

連動装置（リレー交換） 8,000

連動装置リレーの経年劣化に伴い、

リレーの更新を行い安全性の向上を

図る。

国、福島県、沿線３市町の

補助金ほか自己資金

合　計 119,059 ― ―
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成29年６月29日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通

株式
30,000 30,000 該当事項なし －

計 30,000 30,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

　　該当事項なし

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付転換社債券等の行使状況等】

　　該当事項なし

(4)【ライツプランの内容】

　　該当事項なし

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金

増減額

（千円）

資本金

残高

（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備

金残高

（千円）

平成2年8月1日（注） 2,500 30,000 125,000 1,500,000 － －

（注）第三者割当：発行株数2,500株、発行価格50,000円、資本組入額50,000円

　　　　　　　　　主な割当先　福島県、第三者等

(6)【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体

金融

機関

金融商品

取引業者

その他

の法人

外国法人等 個　人

その他
計

個人以外 個人

株主数

（人）
18 9 － 223 － － 207 457 －

所有株式数

（株）
15,000 4,755 － 7,292 － － 2,953 30,000 －

所有株式数

の割合

（％）

50.00 15.85 － 24.31 － － 9.84 100.00 －
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(7)【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

福島県 福島県福島市杉妻町２番16号 9,500 31.67

会津若松市 福島県会津若松市東栄町３番46号 2,698 8.99

株式会社日本政策投資銀行 宮城県仙台市青葉区中央一丁目６番35号 1,600 5.33

南会津町 福島県南会津郡南会津町田島字後原甲3531-1 1,544 5.15

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町３番25号 1,375 4.58

下郷町 福島県南会津郡下郷町塩生字大石1000 881 2.94

東武鉄道株式会社 東京都墨田区押上一丁目１番２号 800 2.67

会津信用金庫 福島県会津若松市馬場町２番16号 600 2.00

東北電力株式会社 宮城県仙台市青葉区本町一丁目７番１号 600 2.00

株式会社福島銀行 福島県福島市万世町２番５号 500 1.67

株式会社大東銀行 福島県郡山市中町19番１号 500 1.67

計 ― 20,598 68.66

(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,000 30,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 30,000 － －

総株主の議決権 － 30,000 －

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

(9)【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項なし
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項なし

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項なし

(2)【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項なし

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項なし

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　該当事項なし

３【配当政策】

　当社は、創業以来第３セクター鉄道として終始厳しい経営環境の中で、誘客増収及び経費節減に努め収支改善を図

り、株主への利益還元のため営業努力を重ねてまいりました。

そのような中、利益配分につきましては、年１回の定時株主総会決議により、業績に対応した期末配当を行なうこと

を基本としつつ、企業体質の充実強化と事業展開に備えるための内部留保の確保などを勘案して決定することを基本的

な考え方としております。

しかしながら、構造的問題等諸般の事情もあり、誠に遺憾ながら、当期も無配当を予定しております。

今後は早期配当実現を重要課題として、会社を挙げて事業推進に邁進する所存であります。

４【株価の推移】

　当社の株式は、非上場株式であるため、該当事項はない。

５【役員の状況】

男性17名　女性0名（役員のうち女性の比率0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

（株）

取締役

会　長

内堀雅雄 昭和39年３月26日生 昭和61年３月 東京大学経済学部卒業

(注)2 －

昭和61年４月 自治省採用

平成14年４月 福島県生活環境部長

平成16年４月 　同　　企画調整部長

平成18年12月 　同　　副知事

平成19年６月 当社代表取締役副社長

平成26年11月 福島県知事（現）

平成27年６月 当社取締役会長（現）

取締役

社　長

代　表

取締役

大石　直 昭和20年２月６日生 昭和40年３月 中央鉄道学園大学課程土木科卒業

(注)2 ２

平成３年11月 東日本旅客鉄道㈱

総合企画本部投資計画部調査役

平成７年６月 同　東北地域本社　企画調整部長

平成９年６月 　同　　　　　　　　仙台駅長

平成13年６月 東北総合サービス㈱　代表取締役社長

平成20年６月 当社代表取締役社長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

（株）

取締役

副社長

代　表

取締役

鈴木正晃 昭和31年１月27日生 昭和53年３月 東北大学法学部卒業

(注)2 －

昭和53年４月 福島県職員採用

平成20年４月 福島県総務部次長

平成21年４月 　同　病院局長

平成23年６月 　同　病院局長併原子力損害対策担当理事

平成23年９月 　同　原子力損害対策担当理事

平成24年４月 　同　総務部長

平成27年１月 　同　副知事（現）

平成27年６月 当社代表取締役副社長（現）

取締役

副社長

室井照平 昭和30年９月28日生 昭和53年６月 東北大学経済学部卒業

(注)2 －

昭和53年７月 ㈱北海道拓殖銀行　仙台支店

昭和55年７月 自営業（室井商店）

平成11年４月 会津若松市議会議員

平成18年11月 福島県議会議員

平成23年８月 会津若松市長（現）

平成23年10月 当社取締役副社長（現）

常務

取締役

五十嵐司也 昭和24年９月７日生 昭和48年３月 専修大学経済学部卒業

(注)2 －

昭和48年４月 会津若松市採用

平成６年４月 　同　　商工観光部商工課長

平成12年４月   同　　企画政策部企画副参事

平成13年４月 　同　　産業振興部長

平成14年４月 　同　　企画政策部長

平成15年７月 　同　　参事・合併推進担当

平成16年１月 　同　　合併対策室長

平成18年４月 　同　　水道事業管理者

平成25年６月 当社常務取締役（現）

取締役 大宅宗吉 昭和24年３月１0日生 昭和42年３月 福島県立南会津高等学校卒業

(注)2 －

平成16年４月 伊南村議会議員

平成18年３月 南会津町議会議員（在任特別）

平成19年５月 南会津町議会議員

平成22年４月 南会津町長（現）

平成22年６月 当社取締役（現）

取締役 星　學 昭和22年１月12日生 昭和40年３月 日本大学東北工業高等学校卒業

(注)2 －

昭和11年７月 下郷町建設課長

平成15年10月 下郷町助役

平成19年４月 下郷町副町長

平成25年10月 下郷町長（現）

平成26年６月 当社取締役（現）

取締役 星　光祥 昭和25年11月７日生 昭和  年  月 亜細亜大学中退

(注)2 －

平成８年10月 檜枝岐村産業建設課長

平成19年４月 檜枝岐村総務課長

平成19年５月 檜枝岐村長（現）

平成29年５月 南会津地方町村会長（現）

平成29年６月 当社取締役（現）

取締役 齋藤　文英 昭和27年１月20日生 昭和47年３月 専修大学北海道短期大学校卒業

(注)2 －

平成８年４月 会津坂下町議会議員

平成14年４月 会津坂下町議会議長

平成25年６月 会津坂下町長（現）

平成29年４月 両沼地方町村会会長（現）

平成29年６月 当社取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

（株）

取締役 前後　公 昭和16年10月１日生 昭和35年３月 日本大学東北工業高校卒業

(注)2 －

平成４年４月 猪苗代町商工観光課長

平成７年10月 猪苗代町議会事務局長

平成23年６月 猪苗代町長（現）

平成29年５月 会津耶麻町村会会長（現）

平成29年６月 当社取締役（現）

取締役 佐藤俊材 昭和48年５月22日生 平成10年３月 千葉大学法経学部卒業

(注)2 －

平成14年10月 公認会計士２次試験合格

平成14年10月 あずさ監査法人入社

平成16年２月 ㈱産業再生機構出向

平成19年７月 ㈱経営共創基盤入社

平成25年８月 ㈱みちのりホールディングス出向

平成25年８月 会津乗合自動車㈱常務取締役

平成27年10月 　　　　同　　　 代表取締役社長（現）

平成28年６月 当社取締役（現）

取締役 尾形淳一 昭和33年８月26日生 昭和57年３月 早稲田大学商学部卒業

(注)2 －

平成21年４月 福島県総務部市町村総室市町村行政課長

平成22年４月 　同　 総務部人事総室行政経営課長

平成23年６月 　同　 知事直轄知事公室長兼秘書課長

平成25年４月 　同　 教育庁理事兼政策監

平成27年４月 　同　 保健福祉部こども未来局長

平成28年４月 　同　 生活環境部長（現）

平成28年６月 当社取締役（現）

取締役 澁川恵男 昭和22年２月11日生 昭和  年  月 日本大学商学部経営学科卒業

(注)2 －

昭和57年９月 ㈲渋川問屋代表取締役

平成13年５月 七日町通りまちなみ協議会会長

平成14年12月 ㈱まちづくり会津代表取締役

平成25年４月 会津若松市観光公社理事長

平成28年11月 会津若松商工会議所会頭（現）

平成29年６月 当社取締役（現）

取締役 関口幸一 昭和30年12月22日生 昭和53年３月 東京大学法学部卒業

(注)2 －

平成20年７月 国土交通省航空局次長

平成21年７月 　同　 総合政策局次長

平成22年８月 　同　 鉄道局次長

平成23年８月 気象庁次長

平成25年５月 一般社団法人日本民営鉄道協会常務理事

平成26年９月 東武鉄道株式会社経営企画部顧問

平成27年６月 　同　取締役鉄道事業本部副本部長（現）

平成29年６月 当社取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

（株）

監査役 常　勤 二瓶　勝 昭和22年８月４日生 昭和46年３月 日本大学法学部卒業

(注)3 －

平成14年４月 会津若松地方広域市町村圏整備組合

事務局次長

平成19年４月 　同　消防本部消防正監消防長

平成20年６月 当社監査役（現）

監査役 非常勤 山口信也 昭和15年12月17日生 昭和44年９月 日本大学経済学部卒業

(注)3 －

平成７年４月 福島県南会津農政事務所長

平成10年６月 熱塩加納村長

平成18年１月 熱塩加納村長町村合併特区長職務執行者

平成22年２月 喜多方市長（現）

平成22年６月 当社監査役（現）

監査役 非常勤 田崎貞夫 昭和27年１月10日生 昭和49年３月 日本大学法学部卒業

(注)3 －

平成12年４月 会津若松市中心市街地活性化推進室長

平成21年４月 同      水道部長

平成23年４月 同　　　会計管理者

平成24年６月 当社監査役（現）

監査役 非常勤 佐藤孔一 昭和12年３月７日生 昭和30年３月 福島県立若松商業高等学校卒業

(注)3 －

昭和38年４月 下郷町役場勤務

昭和60年４月 　 同　住民課長

平成５年４月 　 同　企画観光課長

平成16年４月 下郷町議会議員

平成18年３月 　 同　議会副議長

平成24年４月 　 同　議会議長

平成28年６

月　　

当社監査役（現）

計 ２

(注)1　監査役　二瓶勝、山口信也、田崎貞夫、佐藤孔一は会社法第２条第１６号に定める「社外監査役」である。

　　2　平成29年６月から２年間

　　3　平成28年６月から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）から信頼される企業であるために、コー

ポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要な課題の一つと位置付けている。

　具体的には、経営の健全性、効率性及び透明性を高める経営の意思決定、情報開示等の適切な体制を整備するととも

に必要な施策を実施している。

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

ａ　会社の機関の内容及び内部統制システムの状況

　当社の取締役は20名以内と定款で定めており、現時点は14名で構成されている。当社は定期的に取締役会を開催

し、重要な情報伝達を確実に行う体制を整備している。また、当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役4

名（うち4名社外監査役）で構成され、定期的に監査役会を開催している。各監査役は会社法第383条の１に基づき取

締役会に出席し、取締役の監督と共に適宜、提言・助言を行い、業務執行状況について法令及び定款に違反していな

いかの確認を行っている。

　内部統制システムについては、当社はコーポレート･ガバナンスの強化の一環として、内部統制システムの整備を進

めており、経理関係規程類の整備及び情報管理の徹底を行い、明確なルールに基づき業務を遂行している。

　弁護士・会計監査人等その他第三者の状況については、重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象は、外

部の弁護士に相談し、必要な検討を実施している。また、会計監査人とは、通常の会計監査を受けると共に、ディス

クロージャーの速報性と正確性を確保する観点から、重要な会計的課題について随時相談し検討を実施している。

　以上を図表にすると次のようになる。

ｂ　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査制度については、現在明確な組織体制が整備されていないが、今後内部監査制度の整備を図り、監査役監

査・会計監査の相互連携により監査体制の充実を図る予定である。

ｃ　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、髙野宏之氏（継続監査年数14年）であり、補助者はその他1名で構成

されている。なお、監査意見の審査については、外部の独立した公認会計士が担当しており、監査意見の表明に先

立って審査を受けることにより、監査意見が監査基準等に準拠して適切に形成されていることを確認している。

ｄ　会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社の社外取締役は12名、社外監査役は4名であります。選任に関して独立性に関する方針はありませんが、社外取

締役のうち、内堀雅雄氏、鈴木正晃氏、室井照平氏、大宅宗吉氏、星學氏、星光祥氏、斎藤文英氏、前後公氏の8名に

ついては、「5役員の状況」の「略歴」に記載のとおり、福島県知事及び沿線の市町村長として、又は要職に就かれ、

福島県及び各地域の交通政策をはじめ、県民、地域住民の福祉向上など行政全般を担う方々であり、当社の経営に対

する指導・助言及び明確なご意見をいただけるものと判断し、社外取締役として選任しております。なお、当該地方

自治体の株式数は合せて14,664株であります。当社は、福島県及び会津総合開発協議会並びに沿線市町より補助金を

受けております。
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　社外監査役のうち山口信也氏は、喜多方市長であり、二瓶勝氏、田崎貞夫氏、佐藤孔一氏の3名については、市町の

要職を努められた方々であり、幅広い見識と豊富な経験を当社の監査に生かしていただくことを期待し、社外監査役

として選任しております。

　社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し、独立、客観的な立場から積極的に発言をしております。

③　リスク管理体制の状況

　当社では、鉄道の運行に関し、設備強化や社員教育等を通じ、事故防止、災害防止、輸送障害からの早期復旧な

ど、さまざまなリスク管理を行っている。特に事故・災害等の発生に備え、輸送指令室を24時間体制にしている。

　また、平成18年10月1日より「安全管理規程」を定め、社長をトップに、安全統括管理者をはじめ、各管理者を配置

し、その時点の問題点等を共有し、その都度対応できる体制を構築している。

　上記のほか、ＪＲ・東武・野岩との連絡運輸に対応した、事故時対応、駅員・乗務員に対する異常時対応等につい

て合同訓練を行なっている。

④　役員報酬の内容

　当期における取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりである。

社内取締役に支払った報酬 10,800千円

監査役に支払った報酬 1,200千円

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に

基づく報酬

（千円）

非監査証明業務に

基づく報酬

（千円）

監査証明業務に

基づく報酬

（千円）

非監査証明業務に

基づく報酬

（千円）

提出会社 4,000 ― 4,000 ―

計 4,000 ― 4,000 ―

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項なし

④【監査報酬の決定方針】

会計監査人の報酬等の額については、当社の規模・特性、監査日数等の諸要件を勘案して、適正に決定している。
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第５【経理の状況】

1．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）第２条の規定に基づき、「財務諸表等規則」並びに「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第

７号）に基づいて作成している。

2．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士髙野宏之氏による監査を受けている。

3．連結財務諸表について

　当社は、子会社がないので、連結財務諸表は作成していない。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 189,354 90,623

未収運賃 11,352 10,893

未収金 84,409 152,736

商品 3,025 2,300

貯蔵品 12,162 12,290

その他の流動資産 6,965 7,851

流動資産合計 307,269 276,695

固定資産

鉄道事業固定資産

有形固定資産 1,503,912 1,571,994

減価償却累計額 △1,219,195 △1,254,759

有形固定資産（純額） 284,716 317,234

無形固定資産 17,591 12,927

鉄道事業固定資産合計 ※1 302,307 ※1 330,162

投資その他の資産

長期前払費用 2,218 1,843

その他の投資等 2,320 2,320

投資その他の資産合計 4,538 4,163

固定資産合計 306,846 334,326

資産合計 614,116 611,022
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（単位：千円）

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 1,878 2,199

未払金 185,750 218,445

未払法人税等 3,753 6,237

預り連絡運賃 17,958 18,739

前受金 103,214 79,396

賞与引当金 7,989 8,037

その他の流動負債 5,025 5,903

流動負債合計 325,571 338,959

固定負債

修繕引当金 39,988 39,238

役員退職慰労引当金 11,422 13,188

固定負債合計 51,410 52,426

負債合計 376,981 391,386

純資産の部

株主資本

資本金 1,500,000 1,500,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,262,865 △1,280,364

利益剰余金合計 △1,262,865 △1,280,364

株主資本合計 237,134 219,635

純資産合計 237,134 219,635

負債純資産合計 614,116 611,022
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②【損益計算書】

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

鉄道事業営業利益

営業収益

旅客運輸収入 299,641 304,228

運輸雑収 66,429 62,763

鉄道事業営業収益合計 366,070 366,992

営業費

運送費 454,734 454,740

案内宣伝費 57,516 58,388

一般管理費 62,700 62,815

諸税 30,172 31,885

減価償却費 35,551 41,612

鉄道事業営業費合計 640,675 649,442

鉄道事業営業利益 △274,604 △282,450

その他事業営業利益

営業収益

商品売上高 40,365 40,139

旅行業収入 3,626 3,354

その他事業営業収益 43,991 43,494

営業費

商品売上原価 31,239 30,855

販売費及び一般管理費 6,736 7,172

その他事業営業費 37,975 38,028

その他事業営業利益 6,015 5,466

全事業営業利益 △268,588 △276,983

営業外収益

受取利息・割引料 24 24

雑収入 70,239 37,566

営業外収益合計 70,263 37,590

営業外費用

雑損失 294 8

営業外費用合計 294 8

経常利益 △198,619 △239,401

特別利益

補助金 ※1 280,719 ※1 343,751

特別利益合計 280,719 343,751

特別損失

固定資産圧縮損 98,489 120,024

特別損失合計 98,489 120,024

税引前当期純利益 △16,389 △15,674

法人税、住民税及び事業税 1,824 1,824

当期純利益 △18,213 △17,498
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【営業費明細表】

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　鉄道事業営業費

　１　運送営業費 ※1

　　人件費 234,978 239,416

　　経費 219,755 215,323

計 454,734 454,740

　２　一般管理費 ※2

　　人件費 39,862 40,437

　　経費 22,838 22,377

計 62,700 62,815

　３　案内宣伝費 57,516 58,388

　４　諸税 30,172 31,885

　５　減価償却費 35,551 41,612

　　鉄道事業営業費合計 640,675 649,442

Ⅱ　その他事業営業費

　１　売上原価 31,239 30,855

　２　販売費一般管理費 ※3

　　人件費 3,488 3,603

　　経費 3,247 3,568

計 6,736 7,172

　　その他事業営業費合計 37,975 38,028

　　全事業営業費合計 678,650 687,470

(注)　営業費の総額の100分の５を超える主な経費及
び引当金繰入額は次のとおりである。

(注)　営業費の総額の100分の５を超える主な経費
及び引当金繰入額は次のとおりである。

千円 千円

※１　鉄道事業　運送営業費 ※１　鉄道事業　運送営業費

給料手当 178,465 給料手当 180,806

修繕費 75,837 修繕費 73,939

動力費 54,565 動力費 47,858

賞与引当金繰入 6,435 賞与引当金繰入 6,500

修繕引当金繰入 29,250 修繕引当金繰入 29,250

※２　鉄道事業　一般管理費

賞与引当金繰入 638 賞与引当金繰入 645

役員退職慰労引当金繰入 1,766 役員退職慰労引当金繰入 1,766

※３　その他事業　販売費及び一般管理費

給料手当 2,885 給料手当 2,984
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（単位：千円）

株主資本 純資産合計

資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,500,000 △1,244,651 △1,244,651 255,348 255,348

当期変動額

当期純利益 △18,213 △18,213 △18,213 △18,213

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △18,213 △18,213 △18,213 △18,213

当期末残高 1,500,000 △1,262,865 △1,262,865 237,134 237,134

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（単位：千円）

株主資本 純資産合計

資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,500,000 △1,262,865 △1,262,865 237,134 237,134

当期変動額

当期純利益 △17,498 △17,498 △17,498 △17,498

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △17,498 △17,498 △17,498 △17,498

当期末残高 1,500,000 △1,280,364 △1,280,364 219,635 219,635

EDINET提出書類

会津鉄道株式会社(E04141)

有価証券報告書

22/36



④【キャッシュフロー計算書】

（単位：千円）

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 △16,389 △15,674

減価償却費 35,176 41,237

賞与引当金の増減額（△は減少） 123 48

修繕引当金の増減額（△は減少） 10,250 △750

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,766 1,766

受取利息及び受取配当金 △24 △24

固定資産圧縮損 98,489 120,024

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,629 596

営業債権の増減額（△は増加） △174 459

未収入金の増減額（△は増加） △18,578 △68,326

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,018 △886

仕入債務の増減額（△は減少） △444 320

営業債務の増減額（△は減少） △2,315 780

未払金の増減額（△は減少） 57,185 32,695

前受金の増減額（△は減少） 103,214 △23,818

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,718 1,253

小計 265,172 89,702

利息及び配当金の受取額 24 24

法人税等の支払額 △1,818 660

営業活動によるキャッシュ・フロー 263,377 90,386

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △90,000 △40,004

有形固定資産の取得による支出 △150,281 △188,107

無形固定資産の取得による支出 △840 △1,010

投資活動によるキャッシュ・フロー △241,121 △229,121

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,256 △138,734

現金及び現金同等物の期首残高 ※1 77,097 ※1 99,354

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 99,354 ※1 50,619

EDINET提出書類

会津鉄道株式会社(E04141)

有価証券報告書

23/36



【注記事項】

（重要な会計方針）

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　 商　品　　最終仕入原価法による原価法

貯蔵品　　最終仕入原価法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（付属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建物及び構築物　　　5～60年

　　　　機械装置及び車両　　7～20年

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいている。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする方法によっている。

3．引当金の計上基準

(1)　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき計上している。

(2)　修繕引当金

修繕引当金は、鉄道運転規則（昭和62年３月２日運輸省令第15号）第39条の定めるところにより、車両に対して８

年ごとに実施される定期検査「全般検査」の費用の引当金である。

繰入額は、過去の実績を基準とした定期検査費用見積額を要検査期間の８ヵ年に均等分した金額である。

(3)　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上している。

4．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。

5．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)  工事負担金等の会計処理

当社は鉄道業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等により

工事費の一部として工事負担金等を受けている。

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して

計上している。

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接

減額した額を工事負担金等圧縮額として、特別損失に計上している。

(2)　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この変更による財務諸表に与える影響は軽微であります

（貸借対照表関係）

※1　鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等による圧縮記帳累計額

前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

圧縮記帳額 6,171,175千円 6,291,200千円

（損益計算書関係）

※1　補助金の内訳

前事業年度 当事業年度

（自　平成27年４月１日

    至　平成28年３月31日）

（自　平成28年４月１日

    至　平成29年３月31日）

(1)　国土交通省東北運輸局よりの交付額 (1)　国土交通省東北運輸局よりの交付額

①　鉄道軌道輸送対策事業費補助金 55,398千円 ①　鉄道軌道輸送対策事業費補助金 46,930千円

(2)　福島県よりの交付額 (2)　福島県よりの交付額

①　会津鉄道経営安定化補助金 120,630千円 ①　会津鉄道経営安定化補助金 150,591千円

②　鉄道軌道輸送対策事業費補助金 19,662千円 ②　鉄道軌道輸送対策事業費補助金 48,491千円

(3)　会津若松市・南会津町･下郷町よりの交付額 (3)　会津若松市・南会津町･下郷町よりの交付額

①　会津・野岩鉄道施設整備事業補助金

②　下郷町会津下郷駅トイレ改修事業補

助金

30,200千円

2,880千円

①　会津・野岩鉄道施設整備事業補助金

②　下郷町会津下郷駅改修事業補助金

30,200千円

3,000千円

(4)　会津総合開発協議会よりの交付額 (4)　会津総合開発協議会よりの交付額

①　会津鉄道経営安定化補助金 51,698千円 ①　会津鉄道経営安定化補助金 64,539千円

（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首

株式数(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

発行済株式

　普通株式 30,000 － － 30,000

合　計 30,000 － － 30,000

自己株式

　―― － － － －

合　計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし

３．配当に関する事項

　　　該当事項なし
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　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首

株式数(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

発行済株式

　普通株式 30,000 － － 30,000

合　計 30,000 － － 30,000

自己株式

　―― － － － －

合　計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし

３．配当に関する事項

　　　該当事項なし

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

　　

　現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　 189,354千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　    90,623千円

　預け入れ期間が３ヶ月を越える定期

　預金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 40,004千円

　取得日から３ヶ月以内に償還期限の

　到来する短期投資（有価証券）　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―

　現金及び現金等価物　　　　　　　　　　　　99,354千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　50,619千円

（リース取引関係）

　該当事項なし。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

当社は資金運用については銀行等金融機関からの借り入れはしていない。また、デリバティブ取引は利用していな

い。

未収運賃及び預り連絡運賃は、相互乗入れ鉄道事業会社との連絡運賃の精算時に生ずる債権債務であり、２ヶ月以内

に決済されるものである。また未収金は、主に県や沿線自治体からの補助金であるが、一部営業債権が含まれており、

これについては、顧客の信用リスクに晒されている。これに対しては取引相手ごとに残高を管理し、回収懸念の早期把

握や軽減を図っている。

未払金は、全て３ヶ月以内の支払期日である。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

前事業年度（平成28年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)　現金及び預金 189,354 189,354 0

(2)　未収運賃 11,352 11,352 0

(3)　未収金 84,409 84,409 0

資産計 285,116 285,116 0

(4)　買掛金 1,878 1,878 0

(5)　未払金 185,750 185,750 0

(6)　預り連絡運賃 17,958 17,958 0

負債計 205,587 205,587 0

当事業年度（平成29年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)　現金及び預金 90,623 90,623 0

(2)　未収運賃 10,893 10,893 0

(3)　未収金 152,736 152,736 0

資産計 254,253 254,253 0

(4)　買掛金 2,199 2,199 0

(5)　未払金 218,445 218,445 0

(6)　預り連絡運賃 18,729 18,729 0

負債計 239,384 239,384 0

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)　資産および負債

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（有価証券関係）

　　　該当事項なし

（デリバティブ取引関係）

　　　該当事項なし

（退職給付関係）

　　　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　当社は、確定拠出型の制度として、中小企業退職金共済法に基づく中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。

　　　２．確定拠出制度

　　　　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度10,579千円、当事業年度10,654千円であります。

（ストック・オプション関係）

　　　該当事項なし

（税効果会計関係）

　　　該当事項なし

（企業結合等関係）

　　　該当事項なし

（資産除去債務関係）

　　　該当事項なし
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（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

　　当社は旅客運輸事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

　【関連情報】

　　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　１．製品及びサービスごとの情報

　　　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

　　２．地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、当該事項はない。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

　　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　１．製品及びサービスごとの情報

　　　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

　　２．地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、当該事項はない。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

　【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　　該当事項はない。

　【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　　該当事項はない。

　【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　該当事項はない。

（賃貸等不動産関係）

　　　該当事項なし

（持分法損益等）

　　　子会社及び関連会社がないため、記載していない。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1)　財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア)　財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

　　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
住所

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科　目

期末残高

（千円）

主要株主 福島県
福島県

福島市
―

地　方

自治体

（被所有）

直接

31.67％

社会資本

の整備

補助金

の受入
140,447 未収金 155

業務の

受託
7,436 未収金 8,031

　　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
住所

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科　目

期末残高

（千円）

主要株主 福島県
福島県

福島市
―

地　方

自治体

（被所有）

直接

31.67％

社会資本

の整備

補助金

の受入
199,082 未収金 48,491

業務の

受託
5,150 未収金 5,562

　(イ)　財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
住所

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科　目

期末残高

（千円）

役員
鈴　木

正　晃
― ―

野岩鉄道株

式会社代表

取締役

なし ―

連絡運賃

等の精算

44,130
預り連

絡運賃
7,363

13,982
未　収

運　賃
1,257

駅業務

の受託
3,662 未収金 1,992

運転業

務委託
23,596 未払金 6,457

運転業

務受託
22,698 未収金 5,923

（注）１．上記(ア)～(イ)の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には、消費税が含まれる。

　　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
住所

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科　目

期末残高

（千円）

役員
鈴　木

正　晃
― ―

野岩鉄道株

式会社代表

取締役

なし ―

連絡運賃

等の精算

48,746
預り連

絡運賃
7,835

16,443
未　収

運　賃
1,482

駅業務

の受託
3,954 未収金 1,975

運転業

務委託
24,243 未払金 6,488

運転業

務受託
20,376 未収金 5,891

（注）１．上記(ア)～(イ)の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には、消費税が含まれる。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等連絡運賃の精算については、一般取引先と同様である。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　該当なし

（1株当たり情報）

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

1株当たり純資産額 7,904円49銭 1株当たり純資産額 7,321円19銭

1株当たり当期純損失金額 607円10銭 1株当たり当期純損失金額 583円29銭

（注）1．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

2．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △18,213 △17,498

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△18,213 △17,498

普通株式の期中平均株式数（株） 30,000 30,000

3．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 237,134 219,635

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 237,134 219,635

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の

数（株）
30,000 30,000

（重要な後発事象）

　　該当事項なし
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　該当事項なし

【有形固定資産等明細表】

資産の種類

前期末

残　高

（千円）

当　期

増加額

（千円）

当　期

減少額

（千円）

当期末

残　高

（千円）

当期末減

価償却累

計額又は

償却累計

額(千円)

当　期

償却額

(千円)

差引当期

末残高

(千円)

有形固定資産

　土地 8,034 ― ― 8,035 ― ― 8,035

　建物 94,883 5,338 3,000 97,222 68,973 2,438 28,249

　構築物 825,519 111,057
86,558

850,019 634,009 23,091 216,009
(86,558)

　車両 429,327 68,469
29,227

468,569 412,051 7,825 56,518
  (29,227)

　機械装置 110,497 1,100 ― 111,597 104,697 626 6,900

　工具・器具・備品 35,649 2,140
1,239

(1,239)
36,550 35,029 1,582 1,521

有形固定資産計 1,503,912 188,106 120,024 1,563,959 1,254,759 35,564 309,199

無形固定資産

　電話加入権 1,684 ― ― 1,684 ― ― 1,684

　ソフトウェア 31,998 1,010 ― 33,008 21,765 5,673 11,243

無形固定資産計 33,683 1,010 ― 34,693 21,765 5,673 12,927

長期前払費用 2,218 ― 375 1,843 ― ― 1,843

繰延資産

　　― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)1．当期増加額のうち主なものは次のとおりである。

構築物

構築物

構築物

構築物

車　両

車　両

PCマクラギ交換工事

木マクラギ交換工事

レール交換工事

トンネル修繕工事

AT401改造工事

列車無線デジタル化工事

37,716

22,651

28,927

15,600

13,648

42,023

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2．当期減少額のうち（　）内は内書きで、補助金の交付及び工事負担金の受入により取得価額から控除している圧

縮記帳額であり、その主なものは次のとおりである。

補助金

PCマクラギ交換工事 31,430千円

列車無線デジタル化工事 28,500千円

トンネル修繕工事 15,599千円

レール交換工事 26,055千円

【社債明細表】

　　該当事項なし
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【借入金等明細表】

　　該当事項なし

【引当金明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（目的使用）

（千円）

当期減少額

（その他）

（千円）

当期末残高

（千円）

賞与引当金 7,989 8,037 7,989 ― 8,037

修繕引当金 39,988 29,250 30,000 ― 39,238

役員退職慰労引当金 11,422 1,766 ― ― 13,188

【資産除去債務明細表】

　　該当事項なし

(2)【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末（平成29年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金     5,311

預金

普通預金

定期預金

45,307

40,004

　　計 85,311

合計 90,623

②　未収運賃

区分 金額（千円）

東日本旅客鉄道㈱ 4,300

東武鉄道㈱ 3,791

野岩鉄道㈱ 1,482

その他 1,318

合計 10,893

③　未収金

区分 金額（千円）

国 46,930

福島県 54,422

野岩鉄道㈱ 7,867

会津若松市 12,192

東武鉄道㈱ 1,999

その他 29,326

合計 152,736
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④　棚卸資産

商品

区分 金額（千円）

駅売店商品 821

車内販売商品 62

企画商品 1,416

合計 2,300

貯蔵品

区分 金額（千円）

レール等 3,981

車輌部品 2,129

電路設備材料 4,764

乗車券帳票 1,415

合計 12,290

⑤　買掛金

区分 金額（千円）

(有)緑屋 436

三万石（株） 353

(株)戸田商店

県南酒販(株)

166

130

その他 1,111

合計 2,199

⑥　未払金

区分 金額（千円）

列車無線デジタル化

ＰＣマクラギ交換

43,933

39,889

レール交換

車両整備

トンネル漏水防止

28,514

24,693

15,600

マクラギ交換工事 12,950

電車業務委託料 6,587

その他 46,276

合計 218,445

⑦　預り連絡運賃

区分 金額（千円）

東日本旅客鉄道㈱ 784

東武鉄道㈱ 10,119

野岩鉄道㈱ 7,835

合計 18,739

(3)【その他】

　　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、1000株券及び10株券未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 該当事項なし

１単元の株式数 該当事項なし

株式の名義書換え

　　取扱場所 福島県会津若松市材木町一丁目３番２０号

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 実費

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 該当なし

　　株主名簿管理人 該当なし

　　取次所 該当なし

　　買取手数料 該当なし

公告掲載方法 官報並びに福島市内において発行される福島民報及び福島民友新聞

株主に対する特典 なし

株式譲渡の制限 本会社の株式を譲渡するには定款第８条により取締役会の承認を要する。

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1)

(2)

有価証券報告書

及びその添付書類

半期報告書

（　事業年度　自平成27年４月１日

　　（第30期）至平成28年３月31日　）

（　第31期中　自平成28年４月１日

　　　　　　　至平成28年９月30日　）

平成28年６月30日

東北財務局長に提出

平成28年12月27日

東北財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

平成29年6月26日

会津鉄道株式会社

　取締役会　御中

公認会計士髙野宏之事務所　

公認会計士　　髙　　野　　宏　　之　　印

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている会津鉄道株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その

他の注記及び附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、私の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び

適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、会津

鉄道株式会社の平成29年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

　２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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